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１．審議内容（１）計画の構成

柏市下水道中長期経営計画の構成

構成 概要 備考

Ⅰ 現状と課題 柏市下水道の経営面、事業面の課題を抽出する

第20回
委員会

Ⅱ 経営の基本方針 経営理念、基本方針を示すとともに、「汚水対策」、
「雨水対策」、「経営基盤の強化」などの施策につい
て事業展開の方向性を示す

１ 経営理念と基本方針

２ 事業展開の方向性

Ⅲ 目標
経営、事業、市民サービスなどの目標を指標を用いて
設定する 第22回

委員会Ⅳ 目標達成に向けた
事業展開

環境、安全、持続の施策ごとに具体的な事業内容、ス
ケジュールを示す

Ⅴ 計画期間中の
収支見通し

財政シミュレーションによる、計画期間内の収支の見
通しを示す。 第23回

委員会
Ⅵ 計画の進行管理 計画の進行管理の方法（PDCA）を示す

赤字：第22回委員会の内容
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１．審議内容（２）審議事項

■全般
・中長期経営計画の構成及び内容の確認

■現状と課題
・抽出する課題・進め方の妥当性（不足がないかなど）

■経営の基本方針
・現状の課題を踏まえた経営理念，基本方針の妥当性

■目標
・目標の妥当性（指標が適切か，分かりやすいかなど）

■目標達成に向けた事業展開
・事業内容の妥当性や、下水道サービス向上に向けた方策の妥当性

■計画期間中の収支見通し
・目標，事業量，使用料収入などの妥当性
・使用料の検討内容

■計画の進行管理
・ＰＤＣＡサイクルの妥当性

赤字：第22回委員会の審議事項
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２．目標達成に向けた事業展開（１）施策体系

施策の分類 具体的施策 緊急性

汚水対策
未普及地区の解消 ◎ 〇

北部区画整理事業の整備 ◎

環境の保全
手賀沼の汚濁負荷軽減 ○

創エネルギー ○

雨水(浸水)対策
ハードの整備 ◎

ソフトの整備 済

地震対策
下水道施設の地震対策 ◎

下水道BCPの継続 ◎ 〇

下水道施設の老朽
化対策

ストックマネジメント手法の継続 ◎

篠籠田貯留場の改修 ◎

GIS台帳システムの運用 ◎

経営の健全化

経営計画の適正管理 済 〇

経費の削減、使用料収入の適正化 ◎

技術力の維持 ○

市民との協働

指標による事業評価 ◎

広報の充実 ◎

環境教育の場づくり ○

安心

環境

持続

緊急性：◎は後期5箇年で重点的に取り組む施策 4



○汚水対策

(1) 未普及地区の解消
市街化区域内の未普及地区において、地元の要望がある区域を中心に投資
効果を考慮して整備します。

２．目標達成に向けた事業展開（２）各施策

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

未普及地区の
解消

下水道処理人口普及率 ９０．３％
９３％
９１％

９４％
９２％

北部区画整理
事業の整備

北部区画整理事業の整備率 ６１．９％
８９％
６５％

１００％
７３％

５年間の事業費（億円） ３１．５４
２５．６５
２５．１１

(2) 北部区画整理事業の整備
区画整理事業の進捗に併せて順次整備を進めます。
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環境 国からの補助金が終了する可能性あり 概成



○環境の保全

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

手賀沼の汚濁
負荷軽減

合 流 式 下 水 道 の改 善 率
（分流化）

２１％
２５％
２１％

４４％
２６％

創エネルギー 下水熱利用の実施 未実施
導入可能性検討
先進事例研究

実施検討
導入可能性検討

５年間の事業費（億円）
３．００

（３１．１３）
１５．００
４．１５

(1) 手賀沼の汚濁負荷軽減（合流式下水道の分流化）
柏駅周辺の合流区域と隣接する区域に雨水管を整備することで、合流区域外
から区域内に流れ込む雨水を減少させるなど、合流管に流れ込む雨水を減ら
し、大堀川への越流を減少させることで、手賀沼の汚濁負荷を軽減します。

注）（ ）は雨水対策として別途計上している対策費用を示す。

6

環境

(2) 省エネルギー・創エネルギー
下水熱利用の可能性について、「ポテンシャルマップ」を作成・検討し、
それを基に下水熱の具体的利用を検討していきます。



○雨水(浸水)対策

(1) ハードの整備
雨水管整備を進め、概ね10年後には、中期整備区域（事業計画区域）に対
する達成率を42％とします。

(2) ソフトの整備
ハード対策だけで安全を確保するには限界があります。そこで、過去最大
規模の降雨において浸水の恐れがある危険地域を周知し、日頃から浸水へ
の備えを促すため、引き続き内水ハザードマップを公表していきます。ま
た、これを活用して市民に水害に対する防災意識を啓発する取組を防災担
当部局と連携して実施します。

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

ハードの整備
下水道による都市
浸水対策達成率※ 40.4%（21.9%）

45％（23％）
41％（22％）

47％（24％）
42％（23％）

５年間の事業費（億円） ７６．２７
３６．１２
２５．２９

7

安心

注）R2年度までの「５年間の事業費」のうち31.13億円は「環境の保全」でも掲載。
※都市浸水対策達成率：（ ）なし＝整備区域面積÷中期整備区域（事業計画区域）面積

（ ）あり＝整備区域面積÷全体計画区域面積



○地震対策

(1) 下水道施設の地震対策
「地域防災計画」や「下水道総合地震対策」に基づいて、効果的かつ効率的
に下水道施設の耐震化や災害時用トイレ（マンホールトイレ）の整備を進め
ます。

(2) 下水道BCP（業務継続計画）の継続
平成27年度に策定した下水道BCPを職員に周知させるとともに、この計画に
基づく訓練や、適宜見直しを行い、被災時の対応力の向上に努めます。

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

下水道施設の
地震対策

下水道総合地震対策計画の策
定・耐震対策等の実施

策定済 策定・一部実施 実施

５年間の事業費（億円） １．１０
６．００
７．００

8

安心



○下水道施設の老朽化対策

(1) ストックマネジメント手法の継続
平成27年度に策定したストックマネジメント計画に基づき、平成30年度から開始した包括
的民間委託を活用して適切な維持管理（調査・点検）や改築（更新・長寿命化）、進捗管
理を行うとともに、計画の見直しも検討します。

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

ストックマネ
ジメント手法
の継続

ストックマネジメント
手法の策定

策定済
策定

（評価・見直し）
策定

（評価・見直し）

老朽管調査率 １４．１％ ５６％ １００％

管渠の健全率
包括１期・２期

－・－
３４．５
75％・－

３７．６
100％・75％

５年間の事業費（億円） ２６．９０ ５６．１０

調査・点検は、布設後3５年以上経過した管渠（約5６0km）を第一期の調査対象とし、概
ね10年程度で完了することを目指します。また、管路内調査の結果を踏まえて、目標を設
定し、適切な下水管路の改築（更新や長寿命化対策）を実施していきます。
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持続

包括による改修率



○下水道施設の老朽化対策

(2) 篠籠田貯留場の改修
篠籠田貯留場のポンプ施設について、老朽化対策を行います。

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

篠籠田貯留場の改修
篠籠田貯留場ポンプ
施設改修

－ － 改修済

下水道台帳システム
の運用

下水道台帳システム
の運用

一部運用※ 運用
実施

共有システム構築済

５年間の事業費（億円） ０．１５
０．１０

２６．１０

(3) 下水道台帳システムの運用
管路内調査の結果などを台帳システムに保存し、ストックマネジメントの
効率的運用を目指します。また、関連した部署とデータを共有できるシス
テムを構築していきます。
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持続

※苦情情報の活用として一部運用。



○経営の健全化

(1) 経営計画の適正管理
下水道事業を将来にわたって安定的に継続するため、平成27年度に策定し
た「中長期経営計画」に沿って、経営の健全化に努めていきます。また、
経営計画は、関連計画も注視しつつ、適宜継続的に見直します。

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

経営計画の
適正管理

経営計画の策定 第１期前期策定済
実施

第１期後期策定
実施

第２期前期策定

経常収支比率（％） １０４．７ １００．０ １００．０

企業債元利償還金対料金収入
比率（％）

７０．９ ７０．２
５０．４
５６．５
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○経営の健全化

(2) 経費の削減、使用料収入の適正化
中長期経営計画の見直しに合わせて、使用料の見直しを検討します。また、
水道部と組織統合を踏まえ、経費の合理化とサービスの向上を目指します。

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

経費の削減、
使用料収入の
適正化

汚水処理原価（円/m3） １５４．５
１３８．５
１４７．６

１３７．０
１４７．６

使用料単価（円/m3） １４７．６
１４７．５
１４７．６

１４７．５
１４７．６

経費回収率（％） ９５．６
１０６．５
１００．０

１０７．７
１００．０

技術力の維持
1人あたり外部講習会等
への参加回数

１回以上 １回以上 １回以上

(3) 技術力の維持
下水道職員の技術力や事業者への指導力を維持・向上させるため、専任職
員制度や外部講習会を活用するとともに、民間の力も活用した技術力の維
持に努めます。
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○市民との協働

(1) 指標による事業評価
事業の目標を経営指標などにより数値化し、経営委員会で事業評価を実施
し、公表します。

具体的施策 指標
現況

(H30年度)
前期目標

(R２年度まで)
後期目標

(R７年度まで)

指標による事業評価
経営委員会による
指標による事業評価

実施 実施 実施

広報の充実 広報活動の回数 １回 ２回
２回
３回

環境教育の場づくり 工事見学会等の実施 実施 実施 実施

(2) 広報の充実
広報の内容や手段を充実させ、広報紙やホームページ、イベント等を通じ
た広報活動を行います。

(3) 環境教育の場づくり
市民の環境教育に資する工事見学会や小学校への出前授業等を実施します。
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３．収支見込
収益的収支 H30決算 R7見込

収益的収入 ９４．５７ １００．１５

営業収益 ６２．９３ ６５．２３

うち他会計補助金 ７．６７ ７．４４

営業外収益 ３１．６４ ３４．９２

うち長期前受金戻入 ２５．３３ ２６．２４

うち他会計補助金
（うち基準外）

６．２９
(４．１５)

８．６８
(６．７４)

収益的支出等 ９０．３０ ９８．５８

営業費用 ８２．０１ ９３．１５

うち減価償却費 ４６．３９ ５０．５７

営業外費用 ８．２７ ５．４３

特別損失等 ０．０２ ０．００

収支差引 ４．２７ １．５７

※ 減価償却費－長期前受金戻入 ２１．０６ ２４．３３ 14

（単位：億円，税抜）

資本的収支 H30決算 R7見込

資本的収入 ３３．４６ ３７．０６

企業債 １４．８８ ２０．４４

他会計出資金
（うち基準外）

１３．０４
(１１．７１)

１０．８７
(９．８７)

国庫補助金 １．３８ ４．４５

負担金等 ４．１６ １．３１

資本的支出 ５６．３０ ５９．６１

建設改良費 ２３．０３ ２９．６５

固定資産購入費 ２．０３ ２．００

企業債償還金 ３１．２４ ２７．９６

長期貸付金等 ０．０１ ０．００

収支差引 △２２．８４ △２２．５５

企業債利息
の減

使用料・他会計
補助金の増

流域下水道維持
管理費負担金・
減価償却費の増

一部補助金
の終了

他会計出資金
（基準外）減
の可能性あり

（単位：億円，税込）

※一般会計からの繰入金総額２７億円が継続されるものと仮定
して、下水道事業会計全体を試算

※資料中、端数処理により合計が一致しない場合があります。


